
 

瀬戸市を取り巻く状況瀬戸市を取り巻く状況
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第１回瀬戸市総合計画審議会第１回瀬戸市総合計画審議会
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•• 経済経済

•• 都市基盤都市基盤

•• 財政財政

以降、瀬戸市の特徴的な点について取り上げる



Ⅰ　人口Ⅰ　人口

•• 人口・世帯数人口・世帯数

•• 年齢階層別人口年齢階層別人口

•• 異動事由異動事由

•• 婚姻婚姻

•• 合計特殊出生率合計特殊出生率

人口・世帯数推移人口・世帯数推移
•• 瀬戸市の人口は、Ｈ瀬戸市の人口は、Ｈ14.1014.10をピーク（をピーク（132,452132,452人）に減少傾向に人）に減少傾向に

入ったが、Ｈ入ったが、Ｈ16.416.4のの131,944131,944人を底として、この人を底として、この11年間は微増傾年間は微増傾

向にある。世帯数は増加の一途。向にある。世帯数は増加の一途。

瀬戸市企画課調べ
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年齢階層別人口推移年齢階層別人口推移
•• 年少人口、生産人口が減少し、老年人口が大きく増加して年少人口、生産人口が減少し、老年人口が大きく増加して

いる。いる。

瀬戸市企画課調べ

年齢別構成比推移（各年１０月１日現在）
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異動事由推移異動事由推移
•• ＨＨ11.1011.10～～12.912.9　から転入者が減少。特に、Ｈ　から転入者が減少。特に、Ｈ14.1014.10～～15.915.9　は　は

大きく転出超過となった（転入大きく転出超過となった（転入4,4084,408人－転出人－転出4,9794,979人＝△人＝△571571
人）。人）。

瀬戸市企画課調べ
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都市別転出・転入数推移都市別転出・転入数推移
主な特徴主な特徴

•• 名古屋市名古屋市
–– 転入　Ｈ転入　Ｈ12.1012.10期　期　1,1441,144人→　Ｈ人→　Ｈ14.1014.10期　期　962962人→　Ｈ人→　Ｈ15.1015.10期　期　1,0091,009人人

–– ＨＨ13,1013,10期から転出超過　期から転出超過　--5656人、人、--4444人、人、--1212人人

•• 春日井市春日井市
–– 転入　Ｈ転入　Ｈ12.1012.10期　期　328328人→　Ｈ人→　Ｈ14.1014.10期　期　232232人→　Ｈ人→　Ｈ15.1015.10期　期　335335人人

–– ＨＨ14,1014,10期は転出超過　期は転出超過　--127127人　　Ｈ人　　Ｈ15,1015,10期は転入超過　期は転入超過　120120人人

•• 尾張旭市尾張旭市
–– 転入　Ｈ転入　Ｈ11.1011.10期　期　624624人→　Ｈ人→　Ｈ14.1014.10期　期　434434人人

–– ＨＨ12,1012,10期から転出超過　期から転出超過　--6060人、人、--3939人、人、--5757人、人、--5454人人

•• 日進市日進市
–– 転出　Ｈ転出　Ｈ12.1012.10期　期　4646人→　Ｈ人→　Ｈ13.1013.10期　期　8686人　Ｈ人　Ｈ14.1014.10期　期　7676人人

–– ＨＨ13,1013,10期から転出超過　期から転出超過　--3030人、人、--4040人、人、--2424人人

転入・転出／人口転入・転出／人口
•• 瀬戸市は、総人口に対する社会異動の割合が他都市と比較して低い。瀬戸市は、総人口に対する社会異動の割合が他都市と比較して低い。

（一度瀬戸市に住んでもらえば住み続けてもらえる確率が高い。）（一度瀬戸市に住んでもらえば住み続けてもらえる確率が高い。）
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出典：愛知県統計年鑑（あいちの人口（年報））
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５歳階級別人口推移５歳階級別人口推移
•• ＨＨ1515のの00～～44歳がＨ歳がＨ1010より減少した。より減少した。

•• 2525～～2929歳が異動減が著しい。歳が異動減が著しい。

５歳階級別人口推移
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瀬戸市企画課調べ

婚姻＆離婚数・率婚姻＆離婚数・率
•• 瀬戸市の婚姻率（婚姻数／人口＊瀬戸市の婚姻率（婚姻数／人口＊10001000）は他都市と比較し）は他都市と比較し

てて22～～33％低い。％低い。

婚姻＆離婚数・率の都市間比較
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合計特殊出生率推移合計特殊出生率推移
•• ＨＨ22の時点では尾張旭市、日進市、東郷町を同じような出生の時点では尾張旭市、日進市、東郷町を同じような出生

率。この率。この1010年間で大幅に減少している。年間で大幅に減少している。

瀬戸保健所調べ

合 計 特 殊 出 生率 の 年 次 推 移
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Ⅱ　経済Ⅱ　経済

•• 地価動向地価動向

•• 持ち家率持ち家率

•• 新築住宅着工件数推移新築住宅着工件数推移

•• 事業所数・従業者数事業所数・従業者数

•• 失業率失業率

•• 家計所得・所得流入率家計所得・所得流入率

•• 買回り品購入買回り品購入



地価動向地価動向
•• 住宅地の平均価格は、近隣市町の中でもっとも低い（県下住宅地の平均価格は、近隣市町の中でもっとも低い（県下

3131市中市中3030位。位。3131位尾西市）。Ｈ位尾西市）。Ｈ1111はは2020位、Ｈ位、Ｈ1212はは2929位位

出典：愛知県統計年鑑（愛知県：土地に関する統計年報）

住宅地の平均価格　都市間比較
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持ち家率持ち家率
•• 瀬戸市の持ち家率は比較的高い（愛知県平均瀬戸市の持ち家率は比較的高い（愛知県平均57.8857.88％）。％）。

持ち家率の都市間比較
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出典：愛知県統計年鑑（総務省：住宅・土地統計調査報告）

Ｈ10.10.1現在



新設住宅着工件数推移新設住宅着工件数推移
•• 瀬戸市の住宅着工は減少又は横ばい傾向である。瀬戸市の住宅着工は減少又は横ばい傾向である。

出典）建築統計年報
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新設住宅着工件数推移新設住宅着工件数推移
•• ＨＨ1111年度以降、分譲住宅（建売、マンション）の着工が減っ年度以降、分譲住宅（建売、マンション）の着工が減っ

ている。ている。

出典）建築統計年報
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事業所数事業所数

産業分類別事業所数構成比（民営）
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出典：瀬戸市の事業所・企業（Ｈ13年事業所・企業統計調査結果

•• 製造業の事業所数の減少が著しい。製造業の事業所数の減少が著しい。
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出典：瀬戸市の事業所・企業（Ｈ13年事業所・企業統計調査結果

•• 製造業の従業者数の減少が著しい。製造業の従業者数の減少が著しい。



就業者就業者

•• 瀬戸市は自市で従業している数が減少している。瀬戸市は自市で従業している数が減少している。

出典）総務省「統計でみる市区町村のすがた」
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失業率失業率
•• 瀬戸市の失業率は、周辺市町と同程度であり、県下平均瀬戸市の失業率は、周辺市町と同程度であり、県下平均

（（4.014.01％）より低い。％）より低い。

完全失業者数・率の都市間比較
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家計所得家計所得
•• 瀬戸市の人口一人当たりの家計所得は他市町と比較して瀬戸市の人口一人当たりの家計所得は他市町と比較して

低い。低い。

出典：あいちの市町村民所得
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市民所得の流入率市民所得の流入率
•• 瀬戸市の所得流入は春日井、尾張旭、長久手と同程度と瀬戸市の所得流入は春日井、尾張旭、長久手と同程度と

なっている。なっている。

「平成14年度　あいちの市町村民所得」から瀬戸市企画課で算出
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買回り品の地元購買率買回り品の地元購買率
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Ⅲ　都市基盤Ⅲ　都市基盤

•• 土地利用土地利用



土地利用状況土地利用状況
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•• 歳出歳出

•• 財政指標（経常収支比率）財政指標（経常収支比率）

•• 市債残高市債残高

•• 市税推計市税推計
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•• この６年間で個人市民税が大きく落ち込んでいる。この６年間で個人市民税が大きく落ち込んでいる。
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その他歳入その他歳入

•• 最近は、市債による歳入増加が著しい。最近は、市債による歳入増加が著しい。
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第５次瀬戸市総合計画における人口フレームについて 

１  人口フレームの考え方 

  ○  人口に関しては、これまでの総合計画においては区画整理事業や面整備事業に

よる定住人口増加策を掲げ、過去の推移をベースとした推計人口にこうした施策

展開により生じる政策人口を加えたものとして人口フレームを設定し、これを目

標値としてきた。 

  ○  しかしながら、国の総人口が平成 18（2006）年をピークに減少すると予測され

ていること、歳入の減少が予測され、従来の基盤整備手法による人口増加策は望

めないことなどを踏まえ、第５次瀬戸市総合計画における人口フレームについて

は、計画に基づく施策展開によって目指す将来像が達成された場合の人口規模と

して、このくらいの規模になるであろうという想定値として設定する。（若しくは  

設定し、第５次瀬戸市総合計画全体の達成度を測る指標として位置づける。） 

 

２  これまでの推移 

  ○  本市の人口は平成 16（2004）年 8月 1日現在、132,114 人となっている。本市

が 10 万人都市になったのは昭和 47（1972）年のことで、以来、比較的穏やかな

増加傾向を示していたが、平成 14（2002）年 10 月 1 日を境に若干の減少傾向を

示している。（図 1） 

図1  人口の推移（各年10月1日現在）
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  ○  また、世帯数は人口を上回るペースで増加しており、世帯規模の縮小が見られ

る。（表 1） 

１３）第５次瀬戸市総合計画における人口フレームについて 
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各年10月１日現在

昭和 5 年 8,259 19.4 37,309 19.3 4.5
昭和 10 10,092 22.2 47,553 27.5 4.7
昭和 15 9,733 -3.6 45,775 -3.7 4.7
昭和 22 9,777 0.5 42,788 -6.5 4.4
昭和 25 9,843 0.7 45,752 6.9 4.6
昭和 30 13,588 38.0 64,681 41.4 4.8
昭和 35 17,412 28.1 82,101 26.9 4.7
昭和 40 20,340 16.8 86,424 5.3 4.2
昭和 45 23,652 16.3 92,681 7.2 3.9
昭和 50 30,799 30.2 112,569 21.5 3.7
昭和 55 35,089 13.9 120,774 7.3 3.4
昭和 60 36,804 4.9 124,623 3.2 3.4
平成 2 39,096 6.2 126,340 1.4 3.2
平成 7 42,974 9.9 129,393 2.4 3.0
平成 12 46,251 7.6 131,650 1.7 2.8

1世帯あ
たり人口

世帯数 増加率 人 口 増加率年

表1  世帯数・人口等の推移

 

 

   ○  年少人口（0～14 歳）の構成比は、過去 20 年間継続的に減少しており、昭和

58（1983）年で 24.5％であったものが、平成 15（2003）年には 14.1％となって

いる。生産年齢人口（15～64 歳）は、平成 5（1993）年の 72.3％をピークとして

以降減少しており、平成 15（2003）には 68.3％まで減少している。一方、老年人

口（65 歳～）は、昭和 58（1983）年で 8.2％しかなかったものが、平成 15（2003）

年には 17.6％となっている。（図 2） 

図２　年齢別構成比推移（各年１０月１日現在）
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  ○  本市が急速な人口増加を経験したのは、昭和 45（1970）年から昭和 50（1975）

年にかけてで、この時期には前年比で 3％以上の増加を続け、5 年間で 21.5％も

の人口増加となった。この要因としては菱野団地、水野団地の造成が挙げられる。

これらの人口増加が一段落した昭和 52（1977）年以降、人口の転出入はほぼ同水

準で推移していたが、昭和 59（1984）年から転入人口が激減した。しかし、昭和
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63（1988）年から再び転入者数が転出者数を上回るようになった。その後、転入

者数の減少が大きい年度を中心として、平成 6（1994）、7（1995）、10（1998）年

と直近の 14（2002）、15（2003）年も転出者数が上回っている。（図 3） 

      なお、平成 11（1999）年から 16（2004）年 9 月までの 5年間における 5 歳階級

別の転入転出の状況については、20～24 歳、25～29 歳の層の転出超過がとくに著

しいものとなっている。（表 2） 

図3  社会動態
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表2  平成11年10月から16年9月までの5歳階級別の社会動態（単位：人）

年齢 転入 転出 その他増 その他減 差増
0～4 2,163 1,572 69 37 623
5～9 1,020 811 31 10 230

10～14 535 418 29 9 137
15～19 1,941 1,583 71 33 396
20～24 4,088 4,860 149 40 -663
25～29 5,036 5,751 123 37 -629
30～34 3,571 3,522 109 50 108
35～39 1,884 1,699 59 32 212
40～44 980 953 40 32 35
45～49 723 638 35 35 85
50～54 773 734 46 52 33
55～59 636 575 33 21 73
60～64 434 463 35 9 -3
65～69 257 309 23 18 -47
70～74 174 206 14 6 -24
75～79 158 160 6 2 2
80～84 139 116 7 1 29
85以上 153 110 16 2 57
不詳 0 0 0 0 0
合計 24,665 24,480 895 426 654

社会増加

 
  ＊  その他増…職権記載、転出取消、国籍取得 等 

      その他減…職権消除、国籍喪失 等 
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      5 歳階級別の状況については、平成 5（1993）年から 5年ごとに比較すると、0

～14 歳の各層と 30～44 歳の各層が増加し、15～29 歳の各層と 45 歳以上の層で減

少している。とくに 20～24 歳の層が 5 年後には大きく減少しており、また、平成

15（2003）年では、0～4 歳の層が減少している。 

図4      ５歳階級別人口推移
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      また、出生・死亡については、人口急増期にはその差が 1,800 人にも上ったが、

昭和 51（1977）年以降、出生数の減少、死亡数の増加が続き、平成 15（2003）年

には 50 人程度となっている。 

図5　自然動態
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      子ども（0～4 歳）の数とその母親となる年齢層の女性の数を比較してみると、

15～39、44 歳の層と子どもの比率はここ数年ほぼ同程度となっているが、25～34

歳の層については、その比率に動きが見られ、女性の数の増加が見られる。（図 6） 

図6    1975～2003年の0～4歳人口と女子人口の推移
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３  推計 

○  第 5次瀬戸市総合計画における人口フレームを検討していくための基礎的数値

を求めるため、以下のとおり平成 37（2030）年までの将来人口推計を行った。 

 

○  推計手法については数学的な方法をはじめ様々な方法があるが、年齢積み上げ

法であるコーホート法を採用する。 

      コーホートとは、同年（または同期間）に出生した集団のことをいい、コーホ

ート法とは、その集団ごとの時間変化を軸に人口の変化をとらえる方法である。 

      なお、コーホート法には、2 時点における変化率を用いる「変化率法」と変化

分を死亡数、人口移動、出生数に分離して行う「要因法」があるが、地域におけ

る将来人口については、概ね人口移動の変化により決定されることが多いといわ

れていること、直近の人口移動の傾向を反映するため、「変化率法」により推計す

る。 

      第 4 次瀬戸市総合計画において使用した「連区別積み上げ推計」方式は過去数

十年の傾向から推計するため増加し続ける結果となり、国全体の人口減少が平成

18（2006）年から始まる中で、こうした手法は適切ではないと考えられるため採

用しない。 

○  推計の際の条件は次のとおりである。 

    ・  推計の基礎となる 0～4歳の推計人口を求めるための婦人子ども比は、最低値

である平成 15（2003）年の値を使用した。 

    ・  5 歳以上の推計人口を求めるための変化率は、平成 12（2000）年以降の平成

16（2004）年までの人口移動率とした。 

  ○  推計結果については、表 3 のとおりである。これまでのとおり推移した場合の

人口推移の予測であり、基本数値とする。 
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表3　 ｺｰﾎｰﾄ変化率法による推計人口
(単位：人）

2000～04年 基準人口 推　　　計　　　人　　　口
コーホート 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年

年　齢 変化率 (補正人口) ②×① ③×① ④×① ⑤×① ⑥×① ⑦×①
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

総　人　口 131,650 132,180 131,650 129,912 126,909 122,985 118,193

男  総  数 65,093 65,150 64,751 63,743 62,031 59,893 57,396
０～４歳 1.086617 3,071 2,903 2,781 2,614 2,378 2,212 2,099
５～９歳 1.015990 3,252 3,337 3,155 3,022 2,841 2,584 2,404
10～14歳 1.045911 3,485 3,304 3,390 3,205 3,070 2,886 2,625
15～19歳 0.898573 4,555 3,645 3,456 3,546 3,352 3,211 3,018
20～24歳 0.848707 5,182 4,093 3,275 3,105 3,186 3,012 2,885
25～29歳 1.039857 5,043 4,398 3,474 2,780 2,635 2,704 2,557
30～34歳 1.016297 4,418 5,244 4,573 3,612 2,891 2,740 2,812
35～39歳 1.006744 4,152 4,490 5,329 4,648 3,671 2,938 2,785
40～44歳 1.012844 3,815 4,180 4,520 5,365 4,679 3,696 2,957
45～49歳 1.095758 4,125 3,864 4,234 4,578 5,434 4,739 3,743
50～54歳 0.969104 5,567 4,520 4,234 4,639 5,017 5,955 5,193
55～59歳 0.999044 5,229 5,395 4,380 4,103 4,496 4,862 5,771
60～64歳 0.917846 4,382 5,224 5,390 4,376 4,099 4,491 4,857
65～69歳 0.838764 3,560 4,022 4,795 4,947 4,017 3,762 4,122
70～74歳 0.795707 2,516 2,986 3,374 4,022 4,149 3,369 3,156
75～79歳 0.655703 1,429 2,002 2,376 2,684 3,200 3,302 2,681
80～84歳 0.541353 798 937 1,313 1,558 1,760 2,098 2,165
85～89歳 0.391521 401 432 507 711 843 953 1,136
90～94歳 0.168142 98 157 169 199 278 330 373
95～99歳 15 16 26 28 33 47 56
100歳～ 0

女  総  数 66,557 67,031 66,898 66,169 64,878 63,092 60,797
０～４歳 1.061023 2,835 2,715 2,601 2,445 2,224 2,069 1,963
５～９歳 1.047257 3,026 3,008 2,881 2,760 2,594 2,360 2,196
10～14歳 1.040553 3,255 3,169 3,150 3,017 2,890 2,717 2,472
15～19歳 0.992485 3,859 3,387 3,298 3,278 3,140 3,008 2,827
20～24歳 0.973743 4,494 3,830 3,362 3,273 3,253 3,116 2,985
25～29歳 0.963980 5,136 4,376 3,729 3,273 3,187 3,168 3,034
30～34歳 1.012570 4,455 4,951 4,218 3,595 3,155 3,072 3,054
35～39歳 0.973307 4,121 4,511 5,013 4,271 3,640 3,195 3,111
40～44歳 1.020677 3,724 4,011 4,391 4,879 4,157 3,543 3,110
45～49歳 1.073526 4,461 3,801 4,094 4,481 4,980 4,243 3,616
50～54歳 0.963952 5,992 4,789 4,080 4,395 4,811 5,346 4,555
55～59歳 1.005564 5,212 5,776 4,616 3,933 4,237 4,637 5,154
60～64歳 0.915101 4,311 5,241 5,808 4,642 3,955 4,260 4,663
65～69歳 0.944662 3,578 3,945 4,796 5,315 4,248 3,619 3,898
70～74歳 0.871001 2,938 3,380 3,727 4,531 5,021 4,013 3,419
75～79歳 0.841501 2,265 2,559 2,944 3,246 3,946 4,373 3,495
80～84歳 0.681847 1,581 1,906 2,153 2,477 2,731 3,321 3,680
85～89歳 0.531729 914 1,078 1,300 1,468 1,689 1,862 2,264
90～94歳 0.298817 338 486 573 691 781 898 990
95～99歳 0.177419 58 101 145 171 206 233 268
100歳～ 4 10 18 26 30 37 41

年少人口 18,924 18,437 17,958 17,063 15,998 14,829 13,759
生産年齢人口 92,233 89,726 85,475 80,775 77,977 75,938 72,688

老年人口 20,493 24,018 28,216 32,074 32,935 32,218 31,746
女15～44歳人口 25,789 25,066 24,011 22,570 20,533 19,102 18,120

03年値→ 婦人子ども比 0.22415 0.22415 0.22415 0.22415 0.22415 0.22415 0.22415
０～４歳人口 5,906 5,619 5,382 5,059 4,603 4,282 4,062

75～00平均→ 男女児性比 1.06913 1.06913 1.06913 1.06913 1.06913 1.06913 1.06913  
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４  フレーム設定の基本的な考え方 

  ○  これまでの推移及び推計結果を踏まえ、第 5 次瀬戸市総合計画における人口フ

レームを次のように設定する。（図 7、表 4） 

  ○  設定に当たっては、推計をベースとして、第 5次瀬戸市総合計画に掲げた施策

展開により、以下のとおり人口の移動に変化が生じるものとした。 

    ・  5 歳以上の推計人口を求めるための変化率を、平成 12（2000）年以降の平成

16（2004）年までの人口移動率に、それぞれの年齢階級において 0.005 ポイン

ト増加させた。 

 

図7  推計人口の比較
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表4　 第５次瀬戸市総合計画における人口フレーム
(単位：人）

2000～04年 政策要因 基準人口 推　　　計　　　人　　　口
コーホート を加味した 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年

年　齢 変化率 変化率 (補正人口) ②×①’③×①’④×①’⑤×①’⑥×①’⑦×①’
① ①’ ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

総　人　口 131,650 132,180 132,337 131,265 128,887 125,536 121,255

男  総  数 65,093 65,150 65,091 64,409 63,002 61,140 58,888
０～４歳 1.086617 1.091617 3,071 2,903 2,795 2,640 2,414 2,257 2,151
５～９歳 1.015990 1.020990 3,252 3,337 3,169 3,051 2,882 2,635 2,463
10～14歳 1.045911 1.050911 3,485 3,304 3,407 3,236 3,115 2,943 2,690
15～19歳 0.898573 0.903573 4,555 3,645 3,472 3,581 3,400 3,274 3,093
20～24歳 0.848707 0.853707 5,182 4,093 3,294 3,137 3,235 3,073 2,958
25～29歳 1.039857 1.044857 5,043 4,398 3,494 2,812 2,678 2,762 2,623
30～34歳 1.016297 1.021297 4,418 5,244 4,595 3,651 2,938 2,799 2,886
35～39歳 1.006744 1.011744 4,152 4,490 5,356 4,693 3,729 3,000 2,858
40～44歳 1.012844 1.017844 3,815 4,180 4,543 5,419 4,748 3,773 3,036
45～49歳 1.095758 1.100758 4,125 3,864 4,255 4,624 5,515 4,833 3,840
50～54歳 0.969104 0.974104 5,567 4,520 4,253 4,683 5,090 6,071 5,320
55～59歳 0.999044 1.004044 5,229 5,395 4,403 4,143 4,562 4,958 5,914
60～64歳 0.917846 0.922846 4,382 5,224 5,417 4,421 4,160 4,580 4,978
65～69歳 0.838764 0.843764 3,560 4,022 4,821 4,999 4,080 3,839 4,227
70～74歳 0.795707 0.800707 2,516 2,986 3,394 4,068 4,218 3,442 3,239
75～79歳 0.655703 0.660703 1,429 2,002 2,391 2,717 3,257 3,377 2,756
80～84歳 0.541353 0.546353 798 937 1,323 1,580 1,795 2,152 2,231
85～89歳 0.391521 0.396521 401 432 512 723 863 981 1,176
90～94歳 0.168142 0.173142 98 157 171 203 287 342 389
95～99歳 15 16 27 30 35 50 59
100歳～ 0

女  総  数 66,557 67,031 67,246 66,855 65,885 64,397 62,367
０～４歳 1.061023 1.066023 2,835 2,715 2,614 2,470 2,258 2,111 2,012
５～９歳 1.047257 1.052257 3,026 3,008 2,895 2,787 2,633 2,407 2,250
10～14歳 1.040553 1.045553 3,255 3,169 3,165 3,046 2,933 2,770 2,533
15～19歳 0.992485 0.997485 3,859 3,387 3,313 3,309 3,185 3,066 2,896
20～24歳 0.973743 0.978743 4,494 3,830 3,378 3,305 3,301 3,177 3,058
25～29歳 0.963980 0.968980 5,136 4,376 3,749 3,307 3,235 3,231 3,109
30～34歳 1.012570 1.017570 4,455 4,951 4,240 3,632 3,204 3,134 3,131
35～39歳 0.973307 0.978307 4,121 4,511 5,038 4,315 3,696 3,260 3,189
40～44歳 1.020677 1.025677 3,724 4,011 4,413 4,929 4,221 3,616 3,190
45～49歳 1.073526 1.078526 4,461 3,801 4,114 4,526 5,055 4,330 3,709
50～54歳 0.963952 0.968952 5,992 4,789 4,099 4,437 4,882 5,452 4,670
55～59歳 1.005564 1.010564 5,212 5,776 4,640 3,972 4,299 4,730 5,283
60～64歳 0.915101 0.920101 4,311 5,241 5,837 4,689 4,014 4,345 4,780
65～69歳 0.944662 0.949662 3,578 3,945 4,822 5,371 4,315 3,693 3,998
70～74歳 0.871001 0.876001 2,938 3,380 3,746 4,580 5,100 4,097 3,508
75～79歳 0.841501 0.846501 2,265 2,559 2,961 3,282 4,012 4,468 3,589
80～84歳 0.681847 0.686847 1,581 1,906 2,166 2,506 2,778 3,396 3,782
85～89歳 0.531729 0.536729 914 1,078 1,309 1,488 1,722 1,908 2,332
90～94歳 0.298817 0.303817 338 486 579 703 799 924 1,024
95～99歳 0.177419 0.182419 58 101 148 176 213 243 281
100歳～ 4 10 18 26 31 38 43

年少人口 18,924 18,437 18,045 17,230 16,234 15,123 14,100
生産年齢人口 92,233 89,726 85,904 81,585 79,148 77,463 74,520
老年人口 20,493 24,018 28,388 32,450 33,504 32,950 32,635

女15～44歳人口 25,789 25,066 24,132 22,797 20,842 19,485 18,574
03年値→ 婦人子ども比 0.22415 0.22415 0.22415 0.22415 0.22415 0.22415 0.22415

０～４歳人口 5,906 5,619 5,409 5,110 4,672 4,368 4,163
75～00平均→ 男女児性比 1.06913 1.06913 1.06913 1.06913 1.06913 1.06913 1.06913  
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（参考） 

○  瀬戸市の人口・世帯数の推移 
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出所：市民課 住民票・外国人登録データ等から作成 

 

○  日本の将来人口推計 

      国立社会保障・人口問題研究所による日本の将来人口推計（平成 14年 1月）の

中位推計によれば、総人口は今後も緩やかに増加し、平成 18（2006）年に 1 億 2,774

万人でピークに達した後、以後長期の人口減少過程に入る。平成 25（2013）年に

はほぼ現在の人口規模に戻り、平成 62（2050）年にはおよそ 1 億 60 万人になる

ものと予測される。 
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出所：日本の全国将来推計人口（平成 14 年 1 月推計）／国立社会保障・人口問

題研究所  から 

 

○  愛知県の人口推計 

      国立社会保障・人口問題研究所による都道府県の将来推計人口（平成 14 年 3

月）によれば、愛知県の総人口は今後も緩やかに増加し、平成 22（2010）年以降、

減少過程に入るとされている。 

 

将来の都道府県別総人口
（1,000人）

地域 平成１２年 平成１７年 平成２２年 平成２７年 平成３２年 平成３７年 平成４２年
(2000) (2005) (2010) (2015) (2020) (2025) (2030)

全国 126,926 127,708 127,473 126,266 124,107 121,136 117,580

愛知県 7,043 7,159 7,205 7,188 7,114 6,992 6,834

 

出所：都道府県の将来推計人口（平成 14 年 3 月推計）／国立社会保障・人口問

題研究所  から抜粋 
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○  愛知県の人口推移 
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出所：あいちの人口（年報）／愛知県企画振興部統計課 から作成 

 

 

 

1-1-116



 

市税推計について 

１ 推計結果 

市税全体でみてみると、Ｈ１７年度が約１７３億２千万円であり、以降、Ｈ２０年

度までの間は１７０億円台で推移するものとみられる。しかしながら、Ｈ２１年度以

降は減少傾向となり、Ｈ２７年度には約１５８億４千万円になると見込まれ、全体で

約１４億８千万円の減収になると推計される。 

 

主な税目についてみてみると、個人市民税については、税法改正の関係からＨ１９

年度が約６１億８千万円と見込まれるが、以降は生産年齢人口層（１５～６４歳）の

減少の影響から減少傾向となり、Ｈ２７年度には約５６億３千万円になると推計され

る。 

固定資産税については、今後１０年間は土地の評価額が引き続き下落する方向にあ

ると考え、その影響から、Ｈ１７年度が約７８億３千万円と見込まれるものが、Ｈ２

７年度には約６７億８千万円と大きく減少するものと推計される。都市計画税も同様

の傾向であり、Ｈ１７年度に約１４億６千万円と見込まれるものが、Ｈ２７年度には

約１２億９千万円になると推計される。 

市たばこ税については、引き続き消費本数が減少するものとみており、Ｈ１７年度

に約８億８千万円と見込んでいるものが、Ｈ２７年度には約７億１千万円になると推

計される。 

 
 

２ 推計方法 

項   目 推   計   方   法 

市税 ・各税目の調定額に収納率を乗じて算出 

・収納率は、過去の推移から今後目標とする値をもとに設定。 

市民税・個人 ・Ｈ１６～１９年度は、過去及び今後の経済状況等並びに現時点

で見込める税法改正（扶養控除の変更、特別減税措置の段階的

廃止等）を考慮し算出。 

・Ｈ２０年度以降は、Ｈ１７年１月１日現在の人口を基準として

２０～２４歳を１とした場合の２０～６９歳の５階級ごとの

負担割合を設定。人口フレーム値をもとにＨ２２、２７年度の

調定額を算出。Ｈ１９、２２、２７年度の調定額から近似式を

求め、各年度の額を算出。 

各 

税 

目 

現 

年 

度 

調 

定 

市民税・法人 ・Ｈ１６年度の法人税割額、均等割額を基準として、Ｈ１７年度

調定額を算出し、以降固定。 

１４）市税推計について 
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固定資産税 

都市計画税 

＜土地＞ 

・瀬戸市内における今後１０年間の土地の評価額は引き続き下落

傾向にあり、課税標準額が下がる土地が一定の割合で増加して

いくと仮定して、Ｈ１６年度の調定見込額を基準として以降を

算出。 

＜家屋＞ 

・Ｈ１６～１９年度は、Ｈ１５年度の新・増築分、取壊し分、新

築軽減終了分の値をもとに調定見込額を算出。Ｈ２０年度以降

は、評価替年度とそれ以外の年度に分け、一定の割合を乗じて

算出。 

＜償却資産＞ 

・Ｈ１６～１９年度は、Ｈ１６年度の調定見込額をもとに、過去

の状況から判断し一定金額を減額して算出。Ｈ２０年度以降

は、一定の減少率を乗じて算出。 

＜交付金等＞ 

・Ｈ１６年度の調定見込額を基準として、一定の割合を乗除して

算出。 

軽自動車税 ・過去数年の傾向と同様、今後１０年間の軽自動車保有率は増加

するものと仮定して、Ｈ１６年度の調定見込額を基準として、

Ｈ１７～１９年度は過去３年の増加率、Ｈ２０年度以降は過去

３年の増加率の１／２を乗じて算出。 

市たばこ税 ・過去数年の傾向と同様、今後１０年間の市内のたばこ売上本数

は減少するものと仮定して、過去３年間の減少率を乗じて算

出。また、過去の状況から、Ｈ２０とＨ２５年度に税法改正が

なされるものとして算出。 

 

鉱産税 ・過去数年の傾向と同様、今後１０年間の鉱物の産出は減少する

ものと仮定して、Ｈ１６年度の調定見込額を基準として、Ｈ１

７～１９年度は過去３年の減少率、Ｈ２０年度以降は過去３年

の減少率の１／２を乗じて算出。 
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市税推計結果（～Ｈ２７年度）
（単位：千円）

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度

個人市民税 5,913,825 5,734,996 5,759,600 5,967,300 6,186,100 6,045,900 5,987,700

法人市民税 1,206,662 1,223,284 1,227,500 1,220,000 1,219,300 1,219,600 1,219,800

固定資産税 7,607,641 7,748,357 7,831,500 7,444,500 7,450,800 7,520,800 7,183,300

軽自動車税 136,052 142,437 149,900 156,700 164,700 169,000 173,300

市たばこ税 909,824 931,237 883,404 841,358 801,318 877,672 835,911

鉱産税 9,832 8,925 8,101 7,353 6,675 6,367 6,073

都市計画税 1,450,851 1,451,765 1,462,300 1,392,500 1,395,700 1,411,300 1,347,800

市税合計 17,234,687 17,241,001 17,322,305 17,029,711 17,224,593 17,250,639 16,753,884

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度

個人市民税 5,929,500 5,871,100 5,812,800 5,754,400 5,695,500 5,636,200

法人市民税 1,219,900 1,220,000 1,220,100 1,220,200 1,220,200 1,220,300

固定資産税 7,214,400 7,267,400 6,953,600 7,006,400 7,079,600 6,781,100

軽自動車税 177,600 182,100 186,500 190,900 195,500 200,100

市たばこ税 796,139 757,112 719,999 787,410 748,819 712,119

鉱産税 5,793 5,525 5,270 5,027 4,795 4,574

都市計画税 1,356,900 1,370,800 1,313,000 1,326,900 1,345,300 1,291,600

市税合計 16,700,232 16,674,037 16,211,269 16,291,237 16,289,714 15,845,993
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(単位：百万円）

≪市税合計≫≪各税目≫
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